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  次頁参照

○ごみ処理費用が賃料に含まれるテナン

トビルでは，ごみ減量に経済的インセン

ティブが働かない。 

⇒ １ 

 

 

 

○利便性，経済性優先の使い捨てから，再

使用システムの拡大へ。 

 

⇒ ２ 

 

○少量多種の分別は，保管期間の長期化や

保管場所の確保が困難。 

 

⇒ ３ 

発 生 

（排出者） 

 

 

○ミスコピー，期限切れ食品等の無駄を抑

制させる工夫 

 

⇒ ４ 

    

○ごみ処理の契約が単価契約ではなく，減

量に対するインセンティブが働かない

月額契約で行なわれている。 

⇒ ５ 

 

○資源化可能物の分別品目の増加は，新た

な収集運搬コストを生じ，分別回収への

インセンティブが働かない。 

 

 

⇒ ６ 

 

収集運搬 

（収集運搬業者 

など） 

 

○少量排出事業者の分別回収の体制が未

構築。 

⇒ ７ 

    

○資源化可能物混入に対する，搬入チェッ

ク体制が不十分 

⇒ ８  

○市の焼却・埋立処分手数料が安価なた

め，分別にインセンティブが働かない。 

⇒ ９ 
処分 

（京都市など） 

   

市施設 民間施設    

資料 １ 

事業系ごみの処理過程における現状と課題 
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事業系ごみ減量・資源化への課題 
 

表１－１ 業者収集ごみの減量に関し検討すべき課題 

 
 

考え方 現  状 検討課題 対応の方向性 

１ 
発生 

抑制 

テナントビルに入居する事業所で

は，賃料もしくは管理費に，ごみ処理

料金が含まれていることが多い。 

ごみ減量に経済的なインセンティブ

が働かないテナントビルの事業所への

対応。 

○各テナントのごみ量に応じて，それぞれテナント

がごみ処理料金を負担するシステムを検討。 

・ ビルオーナー(管理会社)への働きかけ（啓

発）。 

    ↓ 

・ 賃料システムへの反映 

２ 再使用

メーカー，消費者とも利便性と経済

性が優先され，使い捨て製品が多用さ

れる状況がある。 

現行の再使用システムの維持拡大と

使い捨てから新たな再使用のシステム

の開発。 

○指導啓発の強化 

（所有するから，サービスを利用するなどの意識改

革，ビジネススタイルの変更） 
 ・コピー機での裏紙使用等 

 ・梱包材を通い箱等再使用可能なものへの転換 

 ・飲食店等における再使用食器・容器の維持と拡大 

 ・マイカップ式の自動販売機の浸透 

 ・イベントでのリユースカップ等利用等の普及啓発 

 ・レンタル事務機器 

 ・あかりサービス（レンタル蛍光灯） 

３ 資源化

多種類の分別種類により，少量しか

排出されない種類は相当長期間保管が

必要 

分別した廃棄物の保管場所を確保。 

○商店街，オフィス街等の地域単位で共同回収等の

新システム構築の検討。 

・共同回収システムの構築による少量排出の受入 

・市施設内に回収庫等の設置 

４ 

発 
 

生
（
排
出
者
） 

発生 

抑制 

ミスコピー，食べ残しや期限切れ食

品など無駄により廃棄物となったもの

も多い。 

 無駄を抑制する事業者の取組だけで

なく，市民の理解や意識高揚。 

○事業者の発生抑制の取組を市民と事業者のパー

トナーシップで支える仕組みづくり 

（サービス提供のあり方の見直し：メニューの工

夫等） 
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考え方 現  状 検討課題 対応の方向性 

５ 
発生 

抑制 

 ごみ量の計量がわずらわしく，自社

のごみ量を把握していない排出事業者

も多い。 

  

 ごみ量の増減に対応した料金体系に

なっていない。（ごみ量が増減した場合

に，契約料金を見直す仕組みになってい

ると回答した事業所は３１%しかな

い。） 

○ごみ量の把握方法 

○収集運搬料金，処分手数料の徴収方

法，ごみ処理の契約方法 等 

 

（許可業者と排出事業者間の契約が，一般

に単価契約ではなく，月額と月あたりの排

出量で規定されている場合は，ごみ減量に

対するインセンティブが働きにくい。） 

○ごみ量の明確化 

 ・排出時重量計量 

 ・袋数の計数 

 

○ごみ量と処理費用が連動し，ごみ量の発生抑制努

力が，直ちに処理経費の低減に反映される契約，

料金徴収手法の検討。 

 

６ 資源化

資源化可能物を分別回収すると，新

たな収集コストが生じ，排出事業者，

収集運搬業者に経済的インセンティブ

が働かない。 

ごみの分別種類を増やしても，収集運

搬経費が増加しない手法の検討。 

○収集の共同化や地区割りなど効率的な収集体系

を構築 

○複数の排出者が１か所に古紙等を集め収集費用

を低減 

７ 

収
集
運
搬
（
収
集
運
搬
業
者
な
ど
） 

資源化

家庭ごみでは，全世帯で｢缶・びん・

ペットボトル｣，｢その他プラ｣の分別が

開始され，市民の意識も高まりつつあ

る。 

少量排出の｢缶・びん・ペットボトル｣

の回収システム構築 

○排出事業者への分別排出の積極的な啓発 

 

８ 資源化

業者収集ごみ中に古紙類（14%）

等の資源化可能物が含まれている実態

があるが，24 時間無休での搬入体制

であり，日常的な搬入物のチェックが

困難 

 搬入ごみの効果的なチェック体制と

指導方法 

○排出方法を透明袋に限定 

○クリーンセンターでの搬入ごみのチェック体制

の充実及び排出事業者へ直接指導できる指導体

制作り 

 

９ 

 

処
分
（
京
都
市
な
ど
） 資源化

市の焼却・埋立施設の受入手数料が

民間資源化施設より安価であり，排出

事業者の分別にインセンティブが働か

ない。 

市の焼却・埋立施設と民間資源化施設

の処理原価の比較検討。 
 処理原価に見合う処理手数料体系の構築 
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ごみ発生抑制・再使用・資源化へのアプローチ 

アプローチ

の方向 
減量に寄与する 
インセンティブ 

手    法 備考 

処理料金の低減 
 
 

ごみ量の明確化 
 ①排出量を袋等で把握 
 ②排出量を直接計量 

 料金体系，許可業者

と排出事業者の契約内

容の変更等を伴う 

参考資料１ 

預り金の返戻 
 
 
  売却益 

○預り金制度の確立 
（デポジット制度） 

 飲食店における従来
のびんビール，最近で
は，紙コップを１０円
で 回 収 す る 自 動 販 売
機，預かり方式の弁当
容器を大学生協で販売
等が出現している 
 祭り，イベントでの
リユース食器利用 

参考資料２ 

経済的側面 

 
税・処理料金の徴収 
 
 

○規則により拘束・課徴 
○焼却・埋立が割高となる料

金課税システムの導入 
 
○法定外目的税の創設 
 

 
 
 
 
 
 
法定外目的税として

は産廃税がある。 
 

 

○共同回収（商店街ダンボー

ル共同回収，オフィス町内

会等）の構築 

 参考資料３ 
 

○共同回収拠点の形成 
 

 参考資料４ 

○許可業者による資源ごみの

分別回収システムの提供 
 参考資料５ 

行 動 支 援 的

側面 
減量行動実践 

 
 
 

減量の仕組み 
・情報の提供 

○情報提供（減量の先進的取

組事例，資源化業者の紹介，

減量マニュアルの作成，事

業所間の情報交換の場づく

り等） 

  

資源物の返還 

資源物の廃棄 

ごみの減量意識 

資料 ２ 

資源物の分別 

排出事業者のごみ減量に向けたインセンティブについて

ごみの減量 
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アプローチ

の方向 
減量に寄与する 
インセンティブ 

手    法 備考 

社 会 評 価 的

側面 
 

社会的な評価（制裁）

の獲得 
○優良取組事例の紹介 
○表彰制度 
○優良業者の認定制度 

 参考資料５ 

政策的・制度

的側面 
 

減量行動実践 
○排出事業者の自主目標設定

 
○受入施設での総量規制 
 
○優良収集運搬業者の認定・

公表(横浜市) 

ISO14001，KES の

認証取得事業所を拡大

する。 
 

 
 

法的側面 法制度による拘束 ○罰則等の制定 
 
（現行の法制度） 

・ 食品リサイクル法 
・ 資源有効利用促進法 
・ 建設リサイクル法 
・ 家電リサイクル法 

 資源化可能物の排出

の事業者に，命令・氏

名公表・罰則適用（横

浜市) 
 
 

参考資料６ 

減量意識の向上 
排出者責任の認識 
 
 
 
 

○透明袋での分別排出（自主

的な異物排出の抑制） 
 
○啓発事業の実施 

（京都商工会議所等と連携

し，中小事業所向け，ごみ

減量等に関する研修会，体

験講座，施設や先進事業所

見学会等を開催） 
 

 
 
 
 

 その他 

発生抑制等の取組 ○事業者の発生抑制の取組

を市民と事業者のパート

ナーシップで支える仕組

みづくり 

 レジ袋の削減等に関

する協定方式と同様に

事業者の発生抑制の取

組を支援する。 

参考資料７ 

 

・ごみ減量や環境

に配慮した取組

の実行 

制度の創設 

啓発活動 

市民の支援 
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１ 政令指定都市における事業系ごみの減量施策実施状況（アンケート結果より） 

 

表３－１ 各政令指定都市における事業系ごみの減量施策 

 

 

 

 

 

ご
み
減
量
・
適
正
処
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作

成
・
配
布 

事
業
系
ご
み
減
量
事
例
の
紹
介 

大
規
模
事
業
所
へ
の
減
量
計
画
書
作
成
指
導 

業
種
別
等
の
減
量
目
標
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の

設
定 

事
業
系
ご
み
相
談
窓
口
・
情
報
提
供
セ
ン
タ

ー
の
設
置 

古
紙
等
資
源
化
物
の
引
取
先
情
報
の
提
供 

ご
み
減
量
に
向
け
て
，
資
源
化
促
進
に
イ
ン

セ
ン
テ
ィ
ブ
が
は
た
ら
く
手
数
料
体
系
を

構
築 

事
業
系
ご
み
減
量
対
策
協
議
会
等
の
設
置 

商
店
街
単
位
で
の
資
源
共
同
回
収
事
業
，
オ

フ
ィ
ス
町
内
会
等
へ
の
支
援 

優
良
事
業
者
表
彰
の
実
施 

そ
の
他
（
※
） 

札幌市 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○   

仙台市 ○ ○ ○   ○ ○     

さいたま市 ○  ○    ○  ○   

千葉市 ○  ○   ○    ○  

川崎市 ○  ○   ○   ○   

横浜市   ○   ○ ○ ○ ○ ○ ①

新潟市 ○  ○   ○   ○   

静岡市   ○         

浜松市 ○     ○      

名古屋市  ○ ○ ○  ○    ○  

大阪市   ○  ②（※）       

堺市 ○  ○   ○      

神戸市 ○  ○    ○     

広島市 ○ ○ ○       ○  

北九州市 ○  ○  ○ ○ ○  ○ ○  

福岡市 ○ ○ ○   ○  ○  ○  

京都市 ○  ○     ○    

都市数 合 計 1３ ５ 1６ ２ ２ 11 ６ ４ ６ ６ １

資料 ３ 

（※） ① 分別・リサイクルに取り組んでいる事業所（大規模事業所が対象）及び分別収集の実施と適正処理を

行っている一般廃棄物収集運搬事業所に対して，「優良事業所」認定を行っている。また，減量・リサ

イクル行動で大きな功績があった事業者を表彰している。【いずれも１回／年】 

② 市単独にて設置 

他都市の動向について 
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２ 事業系ごみ減量に効果的な施策 

 

（１） ごみ減量の効果現れている政令指定都市の施策について表３－２にまとめた。ま

た，各指定都市のごみ処理量の推移は図３－１～図３－２に示した通りである。 

 

表３－２ ごみ減量の効果が現れている都市の施策 

 

（２）その他に次のような施策を採っている都市もある。          

表３－３ 

実施施策 都市名  

神戸市 （例：４５Ｌ袋） 

可燃ごみ用 ４５Ｌ袋  ８４円/枚 

不燃ごみ用 ４５Ｌ袋 １０２円/枚 

粗大ごみ用 ４５Ｌ袋 １３８円/枚 

資源ごみ用 ４５Ｌ袋  ２７円/枚 

有料指定袋制 

【市の処理手数料含む】 

広島市 

袋
の
種
類
と
価
格 

（例：４５Ｌ袋） 

可燃ごみ用 ４５Ｌ袋  １０４円/枚 

不燃ごみ用 ４５Ｌ袋   ６３円/枚 

ごみ処理手数料 資源ごみの処理手数料 

紙くず，木くず， 
軟質プラスティック    90 円／10 ㎏

びん，缶，ペットボトル 90 円／10 ㎏

 

札幌市 130 円／10 ㎏

生ごみ       90 円／10 ㎏

仙台市 100 円／10 ㎏ びん，缶，ペットボトル 30 円／10 ㎏

さいたま市 170 円／10 ㎏ びん，缶，ペットボトル 100 円／10 ㎏

市の関与による資源化施

設を設置し，処理手数料を

焼却・埋立施設より安価に

設定 

（市の関与⇒直営・3 セク・

委託など） 

横浜市 130 円／10 ㎏ 剪定枝，幹    100 円／10 ㎏

横浜市 古紙類，建設木くず等 

広島市 資源化可能な紙類，発砲スチロール 

仙台市 資源化可能な紙類 

古紙等の搬入制限 

北九州市，

名古屋市 

品
目 

再資源化可能な紙類 

缶，びん，ペットボトル等 

実施施策 都市名   

少量排出に対する処置 北九州市 

 

 

他に 

名古屋市など

事業系ごみの処理

手数料 

100 円／10 ㎏

◎家庭ごみ袋 

・大（４５リットル）５０円/枚 

・中（３０リットル）３３円/枚 

・小（２０リットル）２２円/枚 
・特小（１０リットル） １１円/枚 

◎缶（２５リットル）１２円/枚 

◎缶・ペットボトル 

（２５リットル）１２円/枚 

【札幌市】 

・ H10 年より生ごみの分別収集を始めており，生ごみの資源化施設での処理料金は，焼却工場よ

り安価であり，自己搬入により持込む排出事業者も増加した。  （札幌市ヒアリングより） 

住居と事業所が一体で、ごみ量

が家庭並みに少ない（１回の収

集日に合わせて２袋程度）事業

所は，家庭ごみから出るごみと

して指定袋で市が収集。（「一般

ごみ」，「かん・びん・ペットボ

トル」について） 

【北九州市】 
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＜指定袋制度の方法例と現行制度の比較＞ 
 

 
方法１ 許可業者から指定袋（収集運搬料金と市の処分料金を含む）を購入 

 
 
 
 
 

 
 
方法２ 販売店から指定袋（市の処分料金のみを含む）を購入。収集運搬は別に

許可業者と契約 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
現 行 許可業者と契約（収集運搬料金と市の処分料金を含む） 

 
 
 
 
 

 

許可業者 市の処理施設 排出事業者 

指定袋販売

処分料金 

ごみ搬入

処分料金 収集運搬料金 

処分料金 

収集運搬料金 許可業者 市の処理施設 排出事業者

指定袋販売

袋販売店 
処分料金 

ごみ搬入

許可業者 市の処理施設 排出事業者

処分料金を含む 

収集運搬契約 

（市販されている 
  ポリ袋等を使用） 

ごみ搬入

処分料金 

表３－４ 

指定袋販売
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事業系ごみの推移（１）

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

1,100,000

1,200,000

平
成
10

平
成
11

平
成
12

平
成
13

平
成
14

平
成
15

平
成
16

平
成
17

平
成
18

年　　度

ご
み
量
（
ト
ン
）

札幌市

横浜市

大阪市

神戸市

福岡市

京都市

大阪市

横浜市

札幌市

神戸市

福岡市

京都市

【市焼却施設への 

搬入停止】

・建設木くず 

・繊維くず 

・古紙類 

【市焼却施設への 

搬入停止】

・建設系廃棄物等 

有料指定袋導入 

平成 19 年度

については 
見込量 

図３－１ 
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事業系ごみの推移（２）

110,000

130,000

150,000

170,000

190,000

210,000

230,000

250,000

270,000

平成10 平成11 平成12 平成13 平成14 平成15 平成16 平成17 平成18
年　　度

ご
み

量
（
ト
ン
）

仙台市

新潟市

千葉市

川崎市

名古屋市

広島市

北九州市

名古屋
市

千葉市

広島市

仙台市

北九州
市

川崎市

新潟
市

 

【市施設への搬入停止】

（ごみ非常事態宣言） 

・再資源化可能な紙類 

・空きびん，空き缶，産

業廃棄物（あわせ産廃）

・全量有料化 

・指定袋制の導入 

≪広島市≫ 

【市施設への搬入停止】

・再生可能な紙ごみ 

・秘密文書 

≪北九州市≫ 

【市施設への搬入停止】 
・缶，びん，ペットボトル 

・資源化可能な紙くず，木くず 

≪仙台市≫ 

【市施設への搬入停止】 
・再生可能な紙類 

図３－２ 

【市焼却施設への搬入停止】 

・再生可能な古紙類

≪広島市≫ 

有料指定袋導入 
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（３）各政令指定都市における許可業者の収集車両の現況について 

 

 資源ごみの分別回収に必要な車両等について，他都市の許可業者の状況を

表３－５に示す。 

 

 

限
定
あ
り

（木くず，
食品廃
棄物等）

（缶・び
ん・ペット
ボトル・古
紙等）

許
可
の
内
数

1
台

２
台

３
～

５
台

６
台
以
上

1
台

２
台

３
～

５
台

６
台
以
上

資
源
ご
み

以
外

資
源
ご
み

1 168 59 内 4 6 26 36 1

71 732

仙台市 8 6 206 79 0 1 1 6 1 1 2 5 ○ ○
原則２台以上
保有のこと

さいたま市 94 5 330
把握して
いない 外 40 26 14 15 ○ ○

千葉市

川崎市 113 9 354
把握して
いない 0 83 32 7 ○ -

原則２台以上
保有のこと

横浜市 95 8 706
把握して
いない 外 0 0 53 42 ○ ○

原則３台以上
保有のこと

新潟市 59 63 668
把握して
いない - 18 32 42 30 ○ -

静岡市 53 8 301 14 13 19 15 × ×

浜松市

名古屋市 31 3 154 ○ ○
原則２台以上
保有のこと

京都市 84 74 200
把握して
いない 外 25 31 25 3 × ○

大阪市 370 5 982 - 158 84 89 39 ○ -

堺市

1 0 2 18

広島市 47 7 253 16 14 11 13 ○ ○

北九州市 79 64 871
把握して
いない 22 20 47 54 ○ -

福岡市 13 4 125 0 - 0 1 1 11 × -

※１について

一般廃棄物収集運搬業の許可制を実施していない（市による処理（有料））

許可業者数

備考
（許可条件）

神戸市 ２１
※１ 2 269 × ×

札幌市

限
定
な
し

資
源
ご
み
以
外

都市名

資
源
ご
み

許可台数 増
車
の
認
否

資源ごみ以外
資源ごみ（缶・び
ん・ペットボトル・

古紙等）

車両台数別の許可業者数

 

 

 

表３－５
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不燃ごみ 資源ごみ

プラ，金属，
ガラス陶磁器
くず等

びん、缶、
ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ

古紙類 剪定枝

札幌市 × × 130 ＞ 90 RDF施設 －
○

※環境事業
公社

○
（RDF）

○
※ﾘｻｲｸﾙ
　公社

　　　　　○
※HPで紹介
※古紙回収協力店
制度
※機密文書引受先
紹介

仙台市 △
許可業者独自のプリペ
イド袋（未採用の業者
もある）

× × 100 ＞ 30
びん、缶、
ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ

再生可能な
紙類

○
（びん、缶、
ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ）

○
（３か所）

　　　　　○
※HPで紹介
※機密文書引受先

さいたま市 － × × 170 ＞ 100 びん、缶 －
○

（びん、缶）
○

（４か所）

　　　　　○
※剪定枝、木くずの
引取
　先をHPで紹介

千葉市 ○
単純指定袋

（許可業者が販売）
× × 200 － －

○
（９か所）

　　　　　○
※HPで紹介
※機密文書引受先

川崎市 － × × 120 － ×
　　　　　○
※HPで紹介

横浜市 △
許可業者独自のプリペ
イド袋（未採用の業者

もある）
× × 130 ＞ 100 剪定枝

再生可能な
紙類

○

　　　　　○
※HPで紹介
※機密文書引受先
も紹介

新潟市
△

有料指定袋制と透明
袋排出が現在は混在
（合併による）H20.6で

廃止

× × 120 －
再生可能な

紙類
　　　　　○

静岡市 △
有料指定袋制（市収集
分のみ）とその他が現
在は混在（合併による）

× × 73.5 － －

受入停止
品目

許可業者収集ごみの出し方

○＝指定袋制
△＝一部指定袋制

可燃ごみ

手数料差による資源化誘導

焼却施設
(円/10kg）

資源化施設
(円/10kg）

備考

回収拠点
※設置か
　所数は
　H18現在

資源化業者の
情報提供

古紙、びん・缶・ペットボトル等の資源化
に対する行政関与

資源化施設

 

政令指定都市の事業系ごみの減量対策一覧
資料 ４ 
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不燃ごみ 資源ごみ

プラ，金属，
ガラス陶磁器
くず等

びん、缶、
ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ

古紙類 剪定枝

浜松市 － 透明袋 × × 50 ＞ 30 ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ －
○

（ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ）
　　　　　○

名古屋市 ○
単純指定袋
（記名式）

○

×(缶，び
ん，ＰＥ

Ｔ，発泡ス
チを資源ご
みに規定

200 －

再生可能な
紙類、空き
びん、缶、
ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ、
発泡ｽﾁﾛｰ

ﾙ

　　　　　○

大阪市 － 透明袋 × × 58 － －
　　　　　○
（リプラザ大阪HP）

京都市 － 推奨袋 × ×
50

H20.4～
65円/10kg

－ －
ごみ減量推進会議
で秘密書類回収

堺市 －
透明袋

（委託収集）
×

○(缶びん
一部直営
収集）

170 － 剪定枝
○

（びん、缶）
　　　　　○

神戸市 ○
処分料のみの
有料指定袋制

○
○(缶・び
ん・ＰＥＴ）

80 ＞ 40
びん、缶、
ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ

×
○

（びん、缶、
ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ）

広島市 ○
処分料のみの
有料指定袋制

○ × 98 ＞ 69

びん、缶、
ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ、
古紙、剪定

枝

再生可能な
紙類，発泡
スチロール

○
（ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ）

○
（古紙）

○
（剪定枝）

○
（３か所）

　　　　　○
※HPで紹介
※機密文書引受先

北九州市 △
許可業者独自のプリペ
イド袋（未採用の業者
もある）

× × 100 －

びん、缶、
ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ、
再生可能な
紙類、木く

ず

　　　　　○
※HPで紹介

福岡市 － 推奨袋 ○ × 140 ＝ 140 剪定枝 －
○

(剪定枝)
○

（４か所）

　　　　　○
※HPで紹介
※機密文書引受先

古紙、びん・缶・ペットボトル等の資源化
に対する行政関与

資源化施設 回収拠点
※設置か
　所数は
　H18現在

資源化業者の
情報提供

※紙製容器包装、ﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸ製容器包装につい
て、１週間に１袋以下で
あれば、市資源収集に
排出可能

受入停止
品目

許可業者収集ごみの出し方

○＝指定袋制
△＝一部指定袋制

可燃ごみ

手数料差による資源化誘導

焼却施設
(円/10kg）

資源化施設
(円/10kg）

備考
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「ごみの減量」の優先順位 
 

 

表５－１は循環型社会形成推進基本法（循環型社会形成推進基本計画）に則った，
ごみ減量の基本的な考え方を著したものである。 

優先順位は上から下へ向かうにつれて，低くなる。 
 
表５－１ 循環型社会形成推進基本法（循環型社会形成推進基本計画）の考え方 

 

１ 発生抑制 

（リデュース） 

原材料の効率的な利用，製品の長寿命化等により廃棄物の発生

量そのものを少なくする。 

 

２ 再使用 
（リユース） 

 一度使用して不要になったものをそのままの形でもう一度使

うこと。具体的には，中古品の利用や、生産者や販売者が使用

済み製品，部品、容器などを回収し，洗浄等した後，再び製品

や部品，容器などとして使うこと等。（リターナブルびんのシス

テム，通い函の利用）  

３ 再生利用 
（リサイクル） 

 使用済み製品や生産工程から出るごみなど回収したものを利

用しやすいように処理し，新しい製品の原材料として使うこと。

（古紙類，金属スクラップ等） 

４ 熱回収 燃料製造，発電，温水供給等 

５ 適正処分 

  破砕・焼却， 

脱水・乾燥等 

重量或いは容積の縮減させるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 ５ 



 16

事業系ごみの現状  第５回検討部会補足資料 

 

1 事業系ごみの流れ 
 

今回，事業系ごみの実態把握のため実施した｢事業系ごみ減量対策基礎調査｣から

推計された，事業系ごみの発生から処理・資源化の流れは図６－１に示すとおりで

ある。 

これによれば，事業系ごみの総発生量（①）は４５万トンで，そのうち１０．８

万トン（②（約２４％））が資源回収業者および許可業者等によるルートで資源化さ

れ，残りの３４．３万トン（③（約７６％））が許可業者収集や持込ごみ等の事業系

一般廃棄物や産業廃棄物として処理されている。 

なお，事業系ごみとして発生している古紙，缶・びん・ペットボトルは，６０～

７０％が資源化されていることが分かる。 

 

 

図６－１ 事業系ごみの流れ（推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔事業系ごみ中の資源化可能物〕

古紙 びん 缶 ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ 食品廃棄物

許可業者収集　※ 221千ｔ 49% 303百ｔ 25百ｔ 26百ｔ 18百ｔ 908百ｔ

持込ごみ 44千ｔ 10% 59百ｔ － － － －

産廃業者に産廃と合わせて委託処理 3千ｔ 1%

家庭ごみ収集 15千ｔ 3%

285千ｔ 自社処理 0千ｔ 0%

納入業者返却 1千ｔ 0%

その他（不明含む） 1千ｔ 0%

362百ｔ 25百ｔ 26百ｔ 18百ｔ 908百ｔ

告示産業廃棄物（持込ごみ） 58千ｔ 13% 29% 37% 33% 43% 94%

58千ｔ 〔品目別の資源化状況〕

古紙 びん 缶 ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ 食品廃棄物

450千ｔ 許可業者収集 26千ｔ 6% 197百ｔ 9百ｔ 26百ｔ 10百ｔ 20百ｔ

資源回収業者 73千ｔ 16% 672百ｔ 13百ｔ 11百ｔ 5百ｔ 30百ｔ

納入業者 3千ｔ 1% 4百ｔ 17百ｔ 7百ｔ 3百ｔ 0百ｔ

自社内再利用 2千ｔ 0% 15百ｔ 0百ｔ 0百ｔ 0百ｔ 0百ｔ

108千ｔ 自社処理 0千ｔ 0% 0百ｔ 0百ｔ 0百ｔ 0百ｔ 1百ｔ

その他（不明含む） 2千ｔ 0% 9百ｔ 1百ｔ 6百ｔ 3百ｔ 3百ｔ

ｺﾐｭﾆﾃｨ回収・集団回収 1千ｔ 0% 7百ｔ 0百ｔ 1百ｔ 0百ｔ 0百ｔ

市の缶・びん等収集 1千ｔ 0% 0百ｔ 3百ｔ 3百ｔ 2百ｔ 0百ｔ

904百ｔ 42百ｔ 53百ｔ 24百ｔ 54百ｔ

71% 63% 67% 57% 6%

※四捨五入の関係で，個々の和は計と一致しない。 1,266百ｔ 67百ｔ 79百ｔ 42百ｔ 962百ｔ

※許可業者収集量にマンションごみは含まない。 100% 100% 100% 100% 100%

①
事業系
不要物
発生量

廃棄物計
①

古紙，びん等計
②

古紙,びん,缶,
ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ等

②　24%

100%

古紙，びん等計
①＋②

事業系
一般

廃棄物

③　63%

③　13%

一部の
産業廃棄物

資料 ６ 
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２ 資源化可能物の排出状況 

－許可業者収集関係－ 

（１） 許可業者の資源ごみ回収車保有台数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
         ※許可業者アンケート調査結果より 

 

（２） 業種別契約件数割合（許可業者収集委託率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

車両台数 許可業者数の分布 

０台 14 業 者 

１台 26  〃 

２台 17  〃 

３台 5  〃 

４台 3  〃 

５台 3  〃 

６台 1  〃 

７台 1  〃 

８台 0  〃 

９台 0  〃 

10 台 1  〃 

回答業者数 71  〃 ※ 

契約
事業所数

容積
（千㍑/年)

容積比

農林水産業 1 47 0.0% 46 2%

鉱業 2 22 0.0% 6 33%

建設業 160 5,896 0.4% 4,383 4%

製造業 1,780 112,155 7.5% 9,383 19%

卸売業 919 66,984 4.5% 5,302 17%

百貨店・スーパー 323 155,679 10.4% 62 521%

商業系テナントビル（複合含む） 241 37,195 2.5% － －

コンビニエンスストアー 450 35,582 2.4% － －

食料品関連一般店舗 1,165 50,205 3.3% 5,921 20%

物品関連一般店舗 1,992 70,988 4.7% 11,140 18%

小売市場・商店街 208 23,090 1.5% － －

小売業 4,379 372,739 24.9% 17,123 26%

ファーストフード 249 15,342 1.0% － －

レストラン・一般食堂 5,006 177,098 11.8% 7,479 67%

軽食店 2,062 46,425 3.1% 4,667 44%

飲食系テナントビル 94 11,977 0.8% － －

飲食店 7,411 250,842 16.7% 12,146 61%

事務所・営業所 1,876 85,449 5.7% 6,924 27%

事務所系ビル 284 24,344 1.6% － －

事務所 2,160 109,793 7.3% 6,924 31%

ホテル・旅館業 290 97,273 6.5% 622 47%

病院 1,083 65,981 4.4% 4,055 27%

学校 487 44,760 3.0% 2,116 23%

その他サービス業 2,382 149,062 9.9% 15,002 16%

サービス業 4,242 357,076 23.8% 21,795 19%

マンション・アパート 3,311 218,371 14.6% － －

不明 92 5,625 0.4% － －

合計 24,457 1,499,550 100.0% 77,108 32%

許可業者収集
委託率

H18市内
事業所数

平成１９年度

業種

許可業者８４社中，

１３社はアンケート

調査に無回答であっ

た。 
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（３）定 価 表 
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（４）啓発冊子抜粋 （京都市作成）
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（５） 市内事業所の業種別業者収集ごみの契約状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契約
事業所数

容積
（千㍑/年)

容積比
契約

事業所数
容積

（千㍑/年)
容積比

契約
事業所数

容積
（千㍑/年)

容積比

農林水産業 7 230 0.0% 7 1,765 0.1% 7 1,806 0.1%

鉱業 5 164 0.0% 3 46 0.0% 3 46 0.0%

建設業 140 5,225 0.4% 131 4,775 0.4% 144 5,873 0.4%

製造業 1,923 118,875 9.6% 1,936 130,407 10.0% 1,850 133,627 9.8%

卸売業 1,136 80,030 6.4% 1,210 82,613 6.3% 1,130 78,732 5.7%

百貨店・スーパー 395 163,877 13.2% 408 186,230 14.2% 411 190,620 13.9%

商業系テナントビル（複合含む） 217 28,537 2.3% 228 30,152 2.3% 243 29,243 2.1%

コンビニエンスストアー 412 36,590 2.9% 451 25,254 1.9% 561 41,161 3.0%

食料品関連一般店舗 1,231 47,582 3.8% 1,238 48,371 3.7% 1,183 47,996 3.5%

物品関連一般店舗 1,958 71,085 5.7% 2,026 72,245 5.5% 1,995 70,762 5.2%

小売市場・商店街 75 19,332 1.6% 79 20,143 1.5% 99 19,009 1.4%

小売業 4,288 367,003 29.5% 4,430 382,395 29.3% 4,492 398,790 29.1%

ファーストフード 288 14,377 1.2% 298 16,375 1.3% 291 16,660 1.2%

レストラン・一般食堂 4,622 157,002 12.6% 4,737 161,233 12.3% 4,829 167,798 12.2%

軽食店 1,798 44,846 3.6% 1,881 44,709 3.4% 1,797 43,969 3.2%

飲食系テナントビル 132 17,878 1.4% 132 18,105 1.4% 136 17,734 1.3%

飲食店 6,840 234,103 18.8% 7,048 240,423 18.4% 7,053 246,160 18.0%

事務所・営業所 1,170 68,882 5.5% 1,234 67,876 5.2% 1,314 73,477 5.4%

事務所系ビル 163 17,127 1.4% 175 18,170 1.4% 183 18,937 1.4%

事務所 1,333 86,009 6.9% 1,409 86,046 6.6% 1,497 92,413 6.7%

ホテル・旅館業 343 65,191 5.2% 342 75,271 5.8% 331 72,388 5.3%

病院 390 47,407 3.8% 421 52,356 4.0% 570 57,518 4.2%

学校 343 24,666 2.0% 359 29,696 2.3% 486 38,625 2.8%

その他サービス業 1,578 102,801 8.3% 1,717 106,217 8.1% 1,769 111,847 8.2%

サービス業 2,654 240,066 19.3% 2,839 263,540 20.2% 3,156 280,377 20.5%

マンション・アパート 1,631 109,284 8.8% 1,797 113,191 8.7% 2,028 130,517 9.5%

不明 61 1,147 0.1% 45 1,838 0.1% 43 1,551 0.1%

合計 20,018 1,242,136 100.0% 20,855 1,307,039 100.0% 21,403 1,369,893 100.0%

～1,250㍑/月以下 4,453 41,272 3.3% 4,910 43,073 3.3% 4,520 41,458 3.0%

1,250～2,500㍑/月以下 6,430 124,728 10.0% 6,454 124,127 9.5% 6,599 125,344 9.1%

2,500～5,000㍑/月以下 4,556 172,765 13.9% 4,749 181,119 13.9% 5,029 189,145 13.8%

5,000～10,000㍑/月以下 2,557 198,336 16.0% 2,631 203,763 15.6% 3,085 241,574 17.6%

10,000～25,000㍑/月以下 1,339 228,318 18.4% 1,424 241,950 18.5% 1,458 246,150 18.0%

25,000～50,000㍑/月以下 396 146,054 11.8% 383 142,353 10.9% 396 149,644 10.9%

50,000～100,000㍑/月以下 192 145,453 11.7% 196 147,862 11.3% 216 164,411 12.0%

100,000㍑/月～ 95 185,209 14.9% 108 222,793 17.0% 100 212,166 15.5%

合計 20,018 1,242,136 100.0% 20,855 1,307,039 100.0% 21,403 1,369,893 100.0%

平成８年度

排出量
ランク別

平成１０年度 平成１２年度

業種 契約
事業所数

容積
（千㍑/年)

容積比
契約

事業所数
容積

（千㍑/年)
容積比

契約
事業所数

容積
（千㍑/年)

容積比

6 431 0.0% 3 250 0.0% 1 47 0.0% 0.20

1 3 0.0% 2 22 0.0% 2 22 0.0% 0.13

155 7,064 0.5% 167 7,198 0.5% 160 5,896 0.4% 1.13

1,776 126,913 9.0% 1,709 113,088 7.6% 1,780 112,155 7.5% 0.94

995 75,748 5.4% 932 66,104 4.5% 919 66,984 4.5% 0.84

358 169,918 12.1% 325 151,144 10.2% 323 155,679 10.4% 0.95

268 38,614 2.8% 227 36,718 2.5% 241 37,195 2.5% 1.30

489 38,980 2.8% 440 33,680 2.3% 450 35,582 2.4% 0.97

1,098 46,798 3.3% 1,146 52,716 3.6% 1,165 50,205 3.3% 1.06

1,919 78,225 5.6% 2,027 77,671 5.3% 1,992 70,988 4.7% 1.00

121 19,193 1.4% 159 20,919 1.4% 208 23,090 1.5% 1.19

4,253 391,728 27.9% 4,324 372,848 25.2% 4,379 372,739 24.9% 1.02

269 17,337 1.2% 251 15,805 1.1% 249 15,342 1.0% 1.07

4,651 171,408 12.2% 4,994 180,546 12.2% 5,006 177,098 11.8% 1.13

1,651 43,302 3.1% 2,094 46,735 3.2% 2,062 46,425 3.1% 1.04

129 17,406 1.2% 86 11,816 0.8% 94 11,977 0.8% 0.67

6,700 249,454 17.8% 7,425 254,902 17.2% 7,411 250,842 16.7% 1.07

1,424 81,150 5.8% 1,565 80,728 5.5% 1,876 85,449 5.7% 1.24

193 20,250 1.4% 279 24,609 1.7% 284 24,344 1.6% 1.42

1,617 101,400 7.2% 1,844 105,337 7.1% 2,160 109,793 7.3% 1.28

320 69,063 4.9% 293 92,011 6.2% 290 97,273 6.5% 1.49

684 69,019 4.9% 975 84,208 5.7% 1,083 65,981 4.4% 1.39

494 32,833 2.3% 553 47,921 3.2% 487 44,760 3.0% 1.81

1,795 122,674 8.7% 1,988 123,285 8.3% 2,382 149,062 9.9% 1.45

3,293 293,589 20.9% 3,809 347,425 23.5% 4,242 357,076 23.8% 1.49

2,233 155,176 11.1% 2,932 200,431 13.6% 3,311 218,371 14.6% 2.00

43 2,428 0.2% 191 11,124 0.8% 92 5,625 0.4% 4.90

21,072 1,403,933 100.0% 23,338 1,478,728 100.0% 24,457 1,499,550 100.0% 1.21

4,159 36,697 2.6% 5,418 45,244 3.1% 6,228 51,492 3.4% 1.25

6,299 118,991 8.5% 6,701 127,292 8.6% 6,798 132,236 8.8% 1.06

5,059 190,377 13.6% 5,258 200,398 13.6% 5,390 205,501 13.7% 1.19

3,195 250,808 17.9% 3,425 266,599 18.0% 3,618 280,384 18.7% 1.41

1,619 276,138 19.7% 1,836 311,135 21.0% 1,728 294,468 19.6% 1.29

422 158,901 11.3% 405 152,978 10.3% 398 150,248 10.0% 1.03

217 162,987 11.6% 199 150,400 10.2% 197 148,887 9.9% 1.02

102 209,034 14.9% 96 224,683 15.2% 100 236,334 15.8% 1.28

21,403 1,403,933 100.0% 23,338 1,478,728 100.0% 24,457 1,499,550 100.0% 1.21

収集量増加率
（H19/H8）

平成１９年度平成１５年度 平成１８年度
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（６） １事業所１日当たりの業種別資源化可能物の排出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（本市推計による） 

《週６日営業として算定》 

（ｋｇ/事業所/日）

スー
パー
等

ｺﾝﾋﾞﾆ
ｴﾝｽ
ｽﾄｱ

その他
小売業

事業所数 163 1,780 919 564 450 3,365 4,379 7,411 2,160 4,334 21,146

古紙類 新聞（折ったままのみ) 0.0 0.0 0.1 0.3 0.7 0.1 0.2 0.2 0.7 0.9 0.4

折り込み広告 0.0 0.1 0.1 0.7 0.0 0.2 0.2 0.2 0.3 0.3 0.2

雑誌 0.0 0.1 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 1.3 0.4

書類 0.0 0.0 0.6 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1

段ボール（部品等の小型除く） 0.7 0.8 3.5 2.7 0.0 1.2 1.3 2.2 0.2 1.8 1.6

大型紙箱 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

色白紙(ＯＡ用紙) 0.3 0.5 0.2 0.5 0.0 0.1 0.1 0.0 0.4 0.4 0.2

色付き紙 1.1 1.8 0.8 4.7 1.1 1.6 1.9 0.4 2.4 2.6 1.5

印刷残紙・出版残紙 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1

紙パック(大型のみ，ｱﾙﾐ無し) 0.0 0.0 0.0 0.3 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.1

小計 2.2 4.3 5.6 9.4 2.0 3.2 3.9 3.4 4.0 7.6 4.6

トロ箱 0.0 0.0 0.0 4.7 0.0 0.0 0.6 0.0 0.1 0.0 0.2

ペットボトル 0.2 0.1 0.1 0.7 1.3 0.1 0.3 0.1 0.1 0.7 0.3

小計 0.2 0.1 0.1 5.4 1.3 0.1 0.9 0.1 0.2 0.7 0.4

古布類 0.0 0.1 0.4 0.2 0.0 0.2 0.2 0.1 0.1 0.2 0.1

0.0 0.2 0.1 0.7 3.8 0.2 0.6 0.2 0.0 0.7 0.4

0.0 0.1 0.2 0.6 1.8 0.1 0.3 0.1 0.1 1.2 0.4

資源化可能な物　合計 2.5 4.9 6.5 16.4 9.0 3.8 5.9 4.0 4.5 10.4 5.9

ｻｰﾋﾞｽ業
事業系
ごみ
全体

プラス
チック類

びん類（飲料，食料・調味料，日用品
　　　　※業務用含む）

缶類（飲料，食料・調味料，日用品
　　　※業務用含む）

建設業 製造業 卸売業 小売業 飲食店 事務所



 ２２

（７） 事業場規模別・業種別の排出状況 

 

〔ごみ〕 30 人未満の事業場のごみ量 全体の 61% 

 ごみ（ｔ/年）

許可業者 自社搬入 産廃業者
市の家庭
ごみ収集

自社処理
納入業者
返却

その他 不明 合計 総発生量

建設業 1,500 55,600 0 0 0 0 0 0 57,100 58,030
製造業 11,800 1,400 1,000 2,900 0 0 0 0 17,100 20,410
電気・ガス等業 0 3,200 0 0 0 0 0 0 3,200 3,200
情報通信業 600 0 0 200 0 0 0 0 800 870
運輸業 5,000 0 0 0 0 0 0 0 5,000 11,990
卸売業 5,300 0 0 1,000 0 0 0 0 6,300 12,480
小売業 18,500 0 0 5,300 0 0 0 0 23,800 48,440
飲食店 44,900 0 0 3,000 0 0 700 0 48,600 55,380
金融・保険業 500 0 0 0 0 0 0 0 500 1,600
不動産業 700 0 0 300 0 0 0 0 1,000 2,910
ホテル・旅館業 16,300 0 0 0 0 0 0 0 16,300 17,050
医療・福祉 3,200 0 0 500 0 0 0 0 3,700 4,380
学校 5,900 0 0 0 0 0 0 0 5,900 6,930
サービス業 21,500 0 0 1,800 0 1,000 0 100 24,400 28,990

合計 135,700 60,200 1,000 15,000 0 1,000 700 100 213,700 272,660

割合 50% 22% 0% 5% 0% 0% 0% 0% 78% 100%

許可業者 自社搬入 産廃業者
市の家庭
ごみ収集

自社処理
納入業者
返却

その他 不明 合計 総発生量

建設業 300 5,900 0 0 0 0 0 0 6,200 6,730
製造業 4,400 1,700 2,100 0 100 0 0 0 8,300 14,840
電気・ガス等業 100 0 0 0 0 0 0 0 100 100
情報通信業 700 0 0 0 0 0 0 0 700 840
運輸業 4,100 800 0 0 0 0 0 0 4,900 7,880
卸売業 4,000 11,700 0 0 0 0 0 0 15,700 23,270
小売業 19,600 6,800 0 0 0 0 0 0 26,400 48,830
飲食店 4,600 0 0 0 0 0 0 0 4,600 5,230
金融・保険業 1,400 2,300 0 0 0 0 0 0 3,700 4,230
不動産業 100 0 0 0 0 0 0 0 100 220
ホテル・旅館業 15,000 4,200 0 0 0 0 0 0 19,200 20,660
医療・福祉 11,700 5,600 0 0 0 0 0 0 17,300 18,730
学校 6,800 0 0 0 0 0 0 0 6,800 8,460
サービス業 12,700 2,300 0 0 0 0 0 0 15,000 17,710

合計 85,500 41,300 2,100 0 100 0 0 0 129,000 177,730

割合 48% 23% 1% 0% 0% 0% 0% 0% 73% 100%

許可業者 自社搬入 産廃業者
市の家庭
ごみ収集

自社処理
納入業者
返却

その他 不明 合計 総発生量

建設業 1,800 61,500 0 0 0 0 0 0 63,300 64,760
製造業 16,200 3,100 3,100 2,900 100 0 0 0 25,400 35,250
電気・ガス等業 100 3,200 0 0 0 0 0 0 3,300 3,300
情報通信業 1,300 0 0 200 0 0 0 0 1,500 1,710
運輸業 9,100 800 0 0 0 0 0 0 9,900 19,870
卸売業 9,300 11,700 0 1,000 0 0 0 0 22,000 35,750
小売業 38,100 6,800 0 5,300 0 0 0 0 50,200 97,270
飲食店 49,500 0 0 3,000 0 0 700 0 53,200 60,610
金融・保険業 1,900 2,300 0 0 0 0 0 0 4,200 5,830
不動産業 800 0 0 300 0 0 0 0 1,100 3,130
ホテル・旅館業 31,300 4,200 0 0 0 0 0 0 35,500 37,710
医療・福祉 14,900 5,600 0 500 0 0 0 0 21,000 23,110
学校 12,700 0 0 0 0 0 0 0 12,700 15,390
サービス業 34,200 2,300 0 1,800 0 1,000 0 100 39,400 46,700

合計 221,200 101,500 3,100 15,000 100 1,000 700 100 342,700 450,390

割合 49% 23% 1% 3% 0% 0% 0% 0% 76% 100%

３０人
未満
事業所

３０人
以上
事業所

全体



 ２３

〔古紙類・びん類・缶類・ペットボトル等合計〕 

 

古紙、びん・缶・ペットボトル等合計（ｔ/年）

許可業者
資源

回収業者
市のびん
等の収集

集団
回収等

納入業者
返却

自社内
再利用

自社処理
その他（古
紙問屋自社
搬入等）

不明 合計

建設業 230 700 0 0 0 0 0 0 0 930
製造業 250 2,170 150 100 30 0 70 70 470 3,310
電気・ガス等業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
情報通信業 0 70 0 0 0 0 0 0 0 70
運輸業 5,020 1,840 0 100 30 0 0 0 0 6,990
卸売業 320 5,620 140 0 0 0 0 100 0 6,180
小売業 3,370 19,980 330 370 430 0 0 0 160 24,640
飲食店 1,670 3,880 60 0 1,170 0 0 0 0 6,780
金融・保険業 100 0 0 0 0 1,000 0 0 0 1,100
不動産業 0 1,910 0 0 0 0 0 0 0 1,910
ホテル・旅館業 520 230 0 0 0 0 0 0 0 750
医療・福祉 200 400 20 0 50 0 0 0 10 680
学校 0 300 0 100 630 0 0 0 0 1,030
サービス業 360 3,020 110 100 240 0 0 600 160 4,590

合計 12,040 40,120 810 770 2,580 1,000 70 770 800 58,960

割合 4% 15% 0% 0% 1% 0% 0% 0% 0% 22%

許可業者
資源

回収業者
市のびん
等の収集

集団
回収等

納入業者
返却

自社内
再利用

自社処理
その他（古
紙問屋自社
搬入等）

不明 合計

建設業 0 400 0 0 0 0 0 0 130 530
製造業 1,850 4,530 0 0 160 0 0 0 0 6,540
電気・ガス等業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
情報通信業 0 0 0 0 50 0 0 0 90 140
運輸業 2,040 920 0 0 20 0 0 0 0 2,980
卸売業 2,660 4,770 0 0 20 100 0 0 20 7,570
小売業 4,060 17,840 0 0 20 400 0 0 110 22,430
飲食店 620 10 0 0 0 0 0 0 0 630
金融・保険業 100 200 0 0 0 0 0 200 30 530
不動産業 20 100 0 0 0 0 0 0 0 120
ホテル・旅館業 1,020 420 0 0 10 0 0 0 10 1,460
医療・福祉 530 760 0 0 140 0 0 0 0 1,430
学校 350 1,200 0 0 60 0 0 0 50 1,660
サービス業 920 1,740 0 0 40 0 0 0 10 2,710

合計 14,170 32,890 0 0 520 500 0 200 450 48,730

割合 8% 19% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 27%

許可業者
資源

回収業者
市のびん
等の収集

集団
回収等

納入業者
返却

自社内
再利用

自社処理
その他（古
紙問屋自社
搬入等）

不明 合計

建設業 230 1,100 0 0 0 0 0 0 130 1,460
製造業 2,100 6,700 150 100 190 0 70 70 470 9,850
電気・ガス等業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
情報通信業 0 70 0 0 50 0 0 0 90 210
運輸業 7,060 2,760 0 100 50 0 0 0 0 9,970
卸売業 2,980 10,390 140 0 20 100 0 100 20 13,750
小売業 7,430 37,820 330 370 450 400 0 0 270 47,070
飲食店 2,290 3,890 60 0 1,170 0 0 0 0 7,410
金融・保険業 200 200 0 0 0 1,000 0 200 30 1,630
不動産業 20 2,010 0 0 0 0 0 0 0 2,030
ホテル・旅館業 1,540 650 0 0 10 0 0 0 10 2,210
医療・福祉 730 1,160 20 0 190 0 0 0 10 2,110
学校 350 1,500 0 100 690 0 0 0 50 2,690
サービス業 1,280 4,760 110 100 280 0 0 600 170 7,300

合計 26,210 73,010 810 770 3,100 1,500 70 970 1,250 107,690

割合 6% 16% 0% 0% 1% 0% 0% 0% 0% 24%

３０人
未満
事業所

３０人
以上
事業所

全体



 ２４

今後のスケジュール（案） 

 

 審議内容 

第１回 
(5/22) 

これまでの論点整理と議論の方向について 

調査内容の説明 

第２回 
(８/3) 

調査内容に基づく減量化対策の検討① 
 調査結果の概要と市の施設での受入のあり方について 

第３回 
(９/19) 

調査内容に基づく減量化対策の検討② 

第４回 
(10/26) 

調査内容に基づく減量化対策の検討③ 
中間報告とりまとめ 

第４１回本会 
(12/14) 

部会からの中間報告について    

第５回 
(1/30) 

○事業系ごみ減量化へ向けた方向性の確認 
 
１ 今後の部会進行について 
２ 事業系ごみの現状と取組 
３ 議論の基本的な方向性 

 

第６回 
(3/24) 

○事業系ごみ減量化へ向けた，効果的インセンティブの 
模索について① 

１ 事業系ごみの現状と課題 
２ 排出事業者のごみ減量に向けたインセンティブについて 
３ 他都市の動向 
 

第７回 
(4 月下旬) 

○事業系ごみ減量化へ向けた，効果的インセンティブの 
模索について② 

１ 実施に向けた検討（方法ごとの長所・短所整理，効果の予測）
２ 周知・啓発方法の検討（減量マニュアル素案など） 
 

○事業系ごみの全般的な減量化対策について 

第８回 
(5 月下旬) 

最終報告とりまとめ 

第４２回本会 
(6 月下旬) 

部会からの最終報告を踏まえた答申の内容について 

 

答 申 

資料 ７ 



 ２５

参考資料１ 
 
１．排出量を袋等で把握－有料指定袋制－ 

  

（１）市のごみ処理手数料のみを上乗せした有料指定袋制 

   排出事業者は，市のごみ処理手数料を上乗せした有料指定袋をコンビニエンス等で購入し，

収集は許可業者と別途契約して収集を依頼する。許可業者にとっては，ごみ処理手数料の値上

げに伴う排出事業者との調整が不要となる。また，排出事業者にとっては，ごみ減量によるご

み袋の購入費の削減に結びつき，ごみ減量行動実践へのインセンティブが働くと言われている。

ただし一方で，袋に入らないごみへの対応，テナントビル等でテナントが有料指定袋で排出し

なかったごみのメンテナンス業者による詰め替え作業負担，有料指定袋以外での搬入に対する

監視体制の強化などが必要となると言われている。 
 

１）神戸市 
神戸市では平成１９年４月から事業系ごみへ有料指定袋制を導入した。その概要は図１，有

料指定袋の料金は表１のとおりである。また，許可業者との収集・運搬に関する契約について

は表２に示すとおりである。 
 

図１ 神戸市の有料指定袋制の概要              表１ 有料指定袋の代金 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

<有料指定袋代の計算式> 
 ごみ袋の容積×重量換算係数（可燃・不燃・粗大 0.2， 

資源 0.08）×ごみ処理手数料＋袋制作費（12 円／枚） 
（ごみ処理手数料） 

可燃ごみ 不燃ごみ 粗大ごみ 資源ごみ

80 円/10kg 100 円/10kg 140 円/10kg 40 円/10kg
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表２ 許可業者との収集・運搬に関する契約 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

資料：「事業系一般廃棄物の排出の際の指定袋の使用についてのチラシ」（神戸市） 

 

 ２）広島市 

   広島市は，平成１７年１０月に事業系ごみに有料指定袋制を導入した。その制度の概要は図２に

示すとおりである。また，袋代の算定方法は，袋の重量を推定，ごみ処理手数料の９８円／１０kg
から，袋の大きさに応じた手数料相当額を算定し，これに袋の制作費と徴収委託費を加えている。 

事業系ごみに対する有料指定袋制導入による減量効果については，平成１６年度に対する平成１

８年度の事業系ごみ量が，１９.２万トンから１７.０万トンへ約１０％削減されたと報告している

（図３参照）。 
図２ 制度の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：広島市ホームページ
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表３ 指定袋の種類と価格内訳 

（平成 17 年 10 月改定 ※可燃ごみ１０、９０リットル袋は平成１８年７月からの導入） 

処分手数料額 

区     分 単  位 金額（円） 

10 リットル袋１袋につき 23 

30 リットル袋 1 袋につき 69 

45 リットル袋 1 袋につき 104 

70 リットル袋 1 袋につき 161 

焼却施設へ搬入する

とき 

90 リットル袋 1 袋につき 208 

45 リットル袋 1 袋につき 63 

70 リットル袋 1 袋につき  98 

市長が指定する袋

に収納して搬入す

る場合 

埋立地へ搬入すると

き 

90 リットル袋 1 袋につき 126 

固

形

状

一

般

廃

棄

物

処

分

手

数

料 その他の場合 10 キログラムまでごとに  98 

注）容積から重量の換算値は，可燃ごみ２kg／１０㍑，不燃ごみ１.１kg／１０㍑。 

    
図３ 有料指定袋制導入による事業系ごみの減量効果（広島市） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

       資料：広島市ホームページ 

 
３）東広島市 

    東広島市では、平成１３年４月から事業系ごみ有料指定袋制度を導入している。ここでは，シ

ールを用意し袋に入らないごみへ対応している。なお，導入後約１９％のごみ減量効果が現れて

いる（図４参照）。 
写真１ 有料指定袋とラベル         表４ 指定袋の種類と価格内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

容量 金額 1組の枚数

20リットル 300円／組

45リットル 700円／組

90リットル 1,400円／組

30リットル 400円／組

90リットル 1,200円／組

シール（処分券） 燃やせる粗大ごみ（袋に入らないもの）

指定袋

種別

10枚

300円／枚（30ｋｇ分）

燃やせるごみ専用（赤色）

ビン・カン専用（青色）
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図４ 有料指定袋制導入による事業系ごみの減量効果（東広島市） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２）市のごみ処理手数料及び許可業者の収集運搬料金を上乗せした有料指定袋制 

 許可業者が独自に市のごみ処理手数料及び許可業者の収集運搬料金を上乗せした有料指定袋

制や有料ラベルを販売し，料金徴収をしている場合が，札幌市，仙台市，千葉市，名古屋市（有

料ラベル），北九州市などいくつか見られる。ただし，個々の許可業者独自の取組であり，札幌

市を除いて，有料指定袋を採用している許可業者と採用していない許可業者が混在している。 
 

２．排出量を直接計量－収集時計量－ 

 １）札幌市での実施事例（容積による計量） 
札幌市では平成６年４月に，事業系ごみの収集運搬の許可を(財)札幌市環境事業公社に一元的に

集約している。 
同公社では，市内の３３千事業所から排出される事業系ごみを収集しているが，基本的には，ご

み収集時にその都度計量し，ごみ収集伝票を発行して，月毎に請求する方式（『伝票収集』：約１１

千事業所に適用）を採用している。 
ただし，少量排出事業者に対しては，事前に収集運搬手数料と市の処理手数料を含む有料指定袋

制を購入する『プリペイド袋収集』（例えば４０㍑１０枚で１,８２７円(税込み)：約２２千事業所

に適用）が導入されている。 

ごみの収集運搬料金は市の条例に基づき、容量でいただくことになります。（ただし、生ごみ

や書類などで比重0.25ｔ／m3以上の重いものについては重量になります。）ごみの量目は、月々

の料金の算定の基礎となりますので、数量の算定がはっきりするようにできるだけ下記のよう

にごみの量の基準を設けてください。 
  １ ごみ置き場を設置、目盛りを付ける。 
  ２ 容積のはっきりしたごみ容器を使用する。 
  ３ 大きさが一定のごみ袋を使用する。 
上記方法をとることができない場合は、収集車のホッパーの容量で計量させていただきます。 

☆ごみの量目の単位は 0.02m3（20 リットル）単位（重量の場合は 1kg 単位）となります。 
☆ごみを収集した時は伝票を置いていきますので、日々のごみ量の確認のために、サインをする

ようにしてください。 
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資料：(財)札幌市環境事業公社ホームページから抜粋

ごみの計量方式（伝票収集方式） 
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２）計量機能付きパッカー車 
 計量装置は 1 台当たり２００万円前後かかり導入はそれほど浸透していないが，収集量が明

確となるため，ISO１４００１認証取得した事業者等からは好評を得ている。 
【計量機能付きパッカー車のイメージ】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３）ビル内テナント計量システム 
【アクティ大阪】 地下４階 地上２７階 延べ床面積約１３８千㎡  

総ごみ発生量３.３千ｔ（資源化率３７％） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：車両メーカーパンフレット 
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（計量器）                     （バーコード） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：第３６回大阪市廃棄物減量等推進審議会（資料２） 
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参考資料２ 

 
（１）リターナブル弁当－京大生協－ 

 
リターナブル弁当容器は、食堂の食器と同じで、右 
の写真のように洗って何度も使うタイプのものです。 
これについては大学生協では導入例がなく、チャレン 
ジングなテーマといえるでしょう。2006 年 4 月に本 
格的に導入されました。利用方法は、まず弁当代に加え 
デポジット金(保証金)として 600 円払います。つまり、 
400 円の弁当であれば 1,000 円、500 円の弁当であ 
れば 1,100 円です。食べ終われば、洗わずに弁当販売 
場所もしくは全生協店舗に返します。その時、先程の 
600 円、もしくは次回使用時にデポジット金に充当で 
きる「えこか」をお返しします。 
 

資料：http://www.s-coop.net/org/ecoop/bento.html 
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参考資料３  

（１）共同回収（オフィス町内会）の構築 
   古紙等の共同回収事業はごみ処理費用が高い関東地方を中心に取り組まれているが，一般的には，

古紙等の回収費用を参加事業者が何らかの形で負担するシステムで構築されている。 
 

１）NPO 法人あまがさきエコクラブ（兵庫県尼崎市）：Ｈ１４．１１から実施 
 
○古紙をリサイクルしようとする事業者はエコあま君ボックスを NPO 法人あまがさきエコク

ラブから購入（10 箱で 2,100 円…段ボール１箱 20kg 古紙が入るとして 105 円/10kg を参加

事業所が負担）し，ボックスが一杯になったら回収を依頼する。 
○回収箱が満杯になったら事務局に電話すると，エコクラブが日程を調整のうえ，巡回回収（実

際は古紙回収業者に委託）する。集めた古紙は，西日本衛材(株)に搬入しトイレットペーパ

ーを生産し，参加事業者に購入（エコあま君ロール 100 ロール 4,200 円）してもらっている。 
○平成１７年度の年間回収量は 333 ﾄﾝ、トイレットペーパー販売量は 177,600 個である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

              出典：あまがさきエコクラブホームページ 

 

２）事業所リサイクル推進協議会（埼玉県狭山市）：Ｈ１１．３から実施 
○事業所リサイクル推進協議会に入会（無料）し，一定量古紙が貯まった段階で協議会が指定す

る古紙回収業者が引き渡す。なお，回収日・頻度等は指定古紙回収業者と相談する。参加事業

所の費用負担は，100 円/10kg（狭山市のごみ処理手数料は 170 円/10kg）である。事務局は狭

山市が担っている。 
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○回収量は平成１４年で１３７ｔであり，回収した古紙からトイレットペーパー（狭山の森 96
ロール 2,511 円）をつくっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                          出典：狭山市ホームページ 
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参考資料４  

（１）共同回収拠点の形成 
 
１）仙台市 

○仙台市では焼却工場への再生可能な紙類の持ち込み禁止措置の導入（H17.4）に伴い、事

業所における紙類の資源化促進のため、ホームページ等において古紙回収業者を紹介、ま

た、事業系紙類回収庫を設置している。 
       【古紙回収業者の紹介】 
        提 供 方 法：市のホームページ 
        提供回収業者数：３８回収業者 

提 供 内 容：回収業者名／所在地／電話／回収の対応（訪問回収・持込受け入れ）

  
       【事業系紙類回収庫】 
        受  入：無料 
        設置場所：市内３箇所（環境事業所） 

受入状況：土日、祝日、年始年末を除く、午前９時～午後４時 30 分 
受入品目：段ﾎﾞｰﾙ、新聞、雑誌・雑紙、ｺﾋﾟｰ用紙、少量のｼｭﾚｯﾀﾞｰ紙（機密文書は除く） 
回 収 量：699ｔ（H17) 

 
２）民間古紙回収業者 

○ドライブスルー方式による民間古紙回収業者の古紙の拠点回収（無料受け取り）が，奈良

市周辺，京都南部にいくつか出現している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    資料：株式会社アライの森ホームページ   ※古紙ドライブスルーは株式会社アライの森の商標登録 
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参考資料５ 

 
（１）優良事業所の表彰 

 
武蔵野市 
 ○事業活動においてエネルギー・資源の消費を抑えながら，ごみの発生を可能な限り抑制し，

その上で発生するごみについても，生ごみ・雑紙等の全量資源化を実践してきた事業者に

対し，その功績を認定する制度（Eco パートナー）として、平成１９年度に制度を創設し

ている。 
 ○特徴は，公平な審査ができるよう，一定の認定基準を設け，認定表彰委員会において審査

を行い市長が認定する。認定表彰された事業者に表彰状を授与し、認定ステッカー及びポ

スターを交付する。また，市報、市のホームページなどに、Eco パートナー（武蔵野市ご

み減量資源化推進事業所）として公表している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

資料：武蔵野市ホームページ 
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参考資料６ 

 
食品リサイクル法改定による再生利用等実施率の目標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：環境省 
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参考資料７ 

販売店・飲食店等における発生抑制の工夫 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：京都市廃棄物減量等推進審議会 事業系部会次第（H14.9.26） 

 


